
28．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項　　
　　これらには、「国債」、「地方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」

が含まれております。

29．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券　　　　　　　　　　
　　該当ありません。
30．当事業年度中に売却したその他有価証券

31．満期保有目的の金銭の信託

32．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融
資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これ
らの契約に係る融資未実行残高は41,228百万円であります。このうち契約
残存期間が1年以内のものが9,625百万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響
を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧
客の業況等を把握し必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

33．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。

　　　　　繰延税金資産
　　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　501百万円
　　　　　　貸出金償却否認額　　　　　　　　　　　354
　　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　135
　　　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　 49
　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　256
　　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　1,297
　　　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△245
　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　1,051
        
　　　　　繰延税金負債
　　　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　683
　　　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　683
　　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　  368百万円

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額　　92,795千円
  　子会社との取引による費用総額　 111,592千円
３．出資１口当り当期純利益金額　　　　　　253円78銭

（単位：千円）
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■業務粗利益

■資金運用収支の内訳

■受取利息及び支払利息の増減

■総資金利鞘 ■総資産利益率
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※１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成26年度168百万円、平成27年度169百万円）を控除して表示しております。
　２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。
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△17,541
△16,242
△1,299

△302,853
△202,747
△13,771
△90,730
△17,458
△15,192
△2,233

平成26年度 平成27年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

※１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法により算出しております。
　２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。
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役 務 取 引 等 収 益
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※1. 業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100
　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。
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